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１１月市長定例記者発表要旨

と き 平成２６年１１月５日（水）１１時～１２時 ところ 庁議室

１ 市制 10周年記念プレイベント「第 10回全国若手ものづくりシンポジウム佐伯

大会」の開催について

11月21日（金）～22日（土）、「和楽」大研修室を会場に、「第10回全国若手ものづくりシン

ポジウム佐伯大会」を開催します。

この大会は、全国各地の若手経営塾に参加している経営者・後継者・支援団体職員などが一堂

に会し、中小企業を取り巻く現状や地域課題について学習を深めるとともに、参加者相互の交流

を通して地域に生きる企業としての高い志を醸
じょう

成
せい

し、それぞれの企業経営に生かしていくこと

を目的に開催されています。第10回目の今回は、平成23年度から取り組んでいる「さいき立志

塾」の１期生及び２期生で組織する実行委員会が実施するものです。

初日の21日（金）は、午後１時30分からの開会行事に引き続き、佐伯市出身で、元グーグル

米国本社副社長兼日本法人代表取締役の村
むら

上
かみ

憲
のり

郎
お

氏に、「情報通信技術とものづくり」に関する

記念講演をしていただきます。その後、本シンポジウムの仕掛け人であり、全国の若手経営塾に

関わってこられた、明
めい

星
せい

大学経済学部の関
せき

満
みつ

博
ひろ

教授が基調講演を行います。この基調講演を受け、

午後４時からは、「地域活性化ビジネスプラン発表会」が行われ、八王子・秋田・佐伯の立志塾生

と、糀
こうじ

屋
や

本店（船頭町）の取組が発表されます。

翌 22 日（土）は、午前９時 30 分から、同じく和楽大研修室で、「これまで 10 回、これから

10回」と題し、各地の若手経営塾で活躍されてきたキーパーソンの方々によるシンポジウムを行

います。

なお、午後からは、本大会の参加者が４つのコースに分かれて市内を回る「エクスカーション」

を行う予定です。

21日と22日の午前中までについては、一般の方々の参加も歓迎いたします。入場は無料です

が、事前の申込みが必要ですので、参加を希望される方は、商工振興課へご連絡をお願いします。

２ 「全国山頭火フォーラム in佐伯」俳句コンクール作品展の開催について

本市では、「全国山頭火フォーラム in佐伯」の開催を記念して俳句コンクールを実施し、11月

１日のフォーラムの中で、入選者の表彰式を行いました。この入選作品などを展示する作品展を、

本日11月５日（水）から30日（日）まで、「城下町佐伯・国木田独歩館」で開催します。

コンクールには、市内の小・中・高校生及び一般の方々から1,796点の作品が寄せられました

（小学生 998、中学生 258、高校生 450、一般 90）。作品展では、それぞれの部門ごとに選ばれ

た入選作品をはじめ、87点を展示します。放浪の俳人と呼ばれた種田山頭火にならい、自由な発

想で作った作品を、ぜひお楽しみください。
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入館料は、大人200円、小中学生100円、開館時間は午前９時から午後５時（入館は午後４時

30 分）までです。また、10 日、17 日の月曜日と 25 日の火曜日は休館日ですので、ご注意くだ

さい。

この機会に、ふだんはなかなか触れることのない「俳句」に親しんでいただきたいと思います。

３ 平成 26年度佐伯市防災訓練の実施について

11月９日（日）に、「地域避難訓練」と「避難所運営訓練」からなる「平成26年度佐伯市防災

訓練」を実施します。

九州一面積の広い佐伯市にあっては、山間部から沿岸部まで、あらゆる災害が広範囲にわたり

発生する可能性があります。「地域避難訓練」は、災害発生時に、各地域の実情に応じた具体的な

行動をとる機会づくりを進め、万一の災害に対する備えを充実させることを目的に行われます。

当日は、午前９時から９時30分の間に、マグニチュード９の地震が発生したという想定のもと

緊急地震速報を発表し、その後、大津波警報のサイレン放送を合図に、各地区ごとに定められた

避難場所に避難する訓練を行うことにしています。

この「地域避難訓練」には、市内372地区のうち、224地区が参加する予定です。

また、「地域避難訓練」終了後、午前11時から、佐伯地区の自主防災組織や自治会などが主体

となって行う「避難所運営訓練」を、佐伯小学校体育館で行います。

大規模災害時には、市職員の被災や道路網の寸断等により、行政機能が低下することが考えら

れるため、市職員が、災害発生後、直ちに地域での避難所運営等に携わることが困難なケースも

想定されます。「避難所運営訓練」は、このような事態に備え、自主防災組織、自治会及び住民が

協力し、避難所運営をスムーズに行うことができる体制を構築することを目的としています。

この「避難所運営訓練」は、避難所運営者約40人、避難者役約120人で行う予定です。


